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研究ノート
アメリカにおける経済政策の
基本的目標ないし目的についての諸比較
守 谷 基 明
本研究ノートの意図するところは， K・Eボウルディング自身の基本的目標 (primary
objectives)の政策論的展開の前後においての，ないしはこれと平行してのアメリカでの
他の政策論者たちの基本的目標ないし目的論を紹介しながら，これに若干の論評を加える
ことによって，ボウルディングのそれとの比較およびその論拠を明示することにある。そ
してこのことが，ボウルディングにおける基本的目標論のアメリカ経済政策論に占める位
置づけないしは意義と今後のボウルディングの基本的目標のあるべき方向性を規定するこ
とになるであろう。
ところで基本的目標ないし目的論に関するこれら政策論者たちの著書・論文のうち，実
践的有効性と客観性との整合的バランスを模索・指向する基本的目標ないし目的という意
味でアメリカ一般経済政策論の先駆的業績は，筆者の知るかぎり，ソロモン・ファブリカ
ントの「1900年以降のアメリカにおける政府活動の趨勢j(1952)での所説である。そし
て以降，これにつづく政策論者たちが，整合的バランスの問題を提起した多元的なニュー
・ディールに始まる一連の現実の政策に生じた質量両面にわたる諸変化に対し，概して，
それぞれその時代における理論上および学際上のすぐれた成果を，自己のユニークな政策
体系の中に組み込みながら統合的な説明を与えようとしている，というように，筆者には
感知されるのである。
上記の意図と筆者の直観からすれば，アメリカにおける経済政策の基本的目標ないし目
的の諸比較は，刊行年を 1つの基準として，以下，ソロモン・ファブリカント， R・A・ダ
ルーと C・E・リンドブロム,M・F・ミリカン，ァーサー・スミッシーズ，ジョージ・ステ
イグラー ， D・S・ワトソン， T・C リー フマンスと J・M・モンティアスの順に展開してい
くのが至当であろう。
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1 
ソロモン・ファプリカントは， その著， 『1900年以降のアメリカにおける政府活動の趨
勢』 (1952)において， 1900年から 1950年までの50年間にわたる政府活動の量的増大のな
かで何が政府の領城と機能のうえに起ったかについて，事実に即した統計的・包括的分析
を進めている。先ずファプリカントは，政府サービスの究極的目標 (theultimate objec・
tives of government services)として，次の5つの項目を掲げている。 (1秩序の維持，
(2涯済活動の促進，③適切な経常ニーヅの生産， (4)国家が自衛し，そのニーヅを充足しう
る能力の開発， (5)国民所得の分配，がそれである。そしてこれらの目標が惹起する問題と
して，かれは， 1)これらの項目が相互に排他的ではないこと， 2)政府活動の多くが，
いくつかの目的を意図していること， 3)政府投入から，目標や活動についての相対的重
要性の評価や分類をすることは非常に困難であること，などを指摘する。したがってかれ
は，ただたんに種々の目標が支出によっていかにランクされるかを示すにとどめざるをえ
ないのである1)。これは主として，ファプリカントのアプローチがたんに政府の経常支出
という狭い視点からみた現実の政策の予算的裏づけとしての，量的統計的分析にとどまっ
ていることに起因するものである。しかしともかく，かれが公共政策を含む包括的かつ多
元的な目標を導き出そうと努めた先駆的役割はそれなりに評価すべきであろう。
R・A・ダー ルと C・E・リンドプロムの場合，学部や専攻は異にはするものの，かれらが
共にエールの大学院で「計画」2)に関する演習を教えていることに互に気がついたことか
ら，政治学と経済学の統合を図ろうとして着手されたものである。その帰結として，学際
的アプローチの成果たる共著『政治， 経済および厚生』 (1953)が生まれたのである。そ
してかれらはこの両者を統合する基礎として基本的な社会的・心理学的な諸前提を明示し
ている8)。そしてかれらはその著の第2章「目的と手段」のなかで，以下のように展開し
ている。 「人間の重要な根本的目標 (primegoals)は，存在ないしは，生存，生理的満
1) Solomon Fabricant, T. 加 Tre叫 ofGovernment Activity in the United States 
Since 1900, 1952, pp. 48~50. 
2)ダールとリンドプロムは， 「経済計画」を政治領城と経済領域の複合体という視点か
ら，稀少資源使用のさいの合理的計算とコントロールの企てとして捉えている。
〔R.A.Dahl & C.E. Lindblom, Politics, Economics, and Welfare, 1953, p. xxii. 
磯部浩一抄訳「政治・経済・厚生」 (1961)東洋経済新報社，序文 iペー ジ。〕
3) Dahl & Lindblom, op. cit., p. xxii. 前掲邦訳，序文 iペー ジ。
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足，愛，尊敬，自尊心，力ないしはコントロール，技能，啓発，威信，美的満足，刺激，
漸新，およびその他多くのものを含む4)。「他方， 個人のこれら根本的目標が達成される
程度を支配する 7つの目標がある。これら7つの手段的目標ないし社会行動のための7つ
の基本的目的は，自由，合理性，民主主義，主観的平等，保障，進歩および適切な包括（限
界の調整）である」5)。さらに第5章「経済的利用化のための社会的過程では，かれらは，
これらの諸価値を極大にするための社会的過程すなわち経済生活における合理的計算とコ
ントロールとして， 次の6つのプロセスすなわち(1)諸資源に対する要求権の分配， (2)安
定， (3)選択， (4)配置， (5)資源開発， (6)高い資源産出，を挙げている6)。最後に，経済的利
用化の技術としては，かれらは次の4つの中心的な社会・政治プロセスつまり 1)価格シ
ステム（指導者に対する， および指導者によるコントロール）， 2)階序制（指導者によ
るコントロー ル）， 3)多頭制（指導者のコントロール），および4)交渉制（指導者間の
コントロール）にふれ，その機能的展開を詳細に進めている7)。以上，紹介した広義の福
祉を追求する根本的目標，社会行動の基礎的手段としての経済的利用化のための社会的過
程および経済的利用化のための社会的過程および経済的利用化のための技術，のあいだの
価値の関係は，そこでは，倫理，社会，心理，政治，経済，等におよぶ多層的要素を含む
学際的8)なプロセスと組織をつないだ極めてユニークな目的・手段の関係として巧みに捉
えられており，また価値判断上の，さらには哲学上の議論をなるべく避けるため，随所に
機能的な定義がなされている。このうち，いわゆる基本的目標に該当するものは，経済的
4)これらは，両教授が HaroldD. Lasswell, Power and Personality, 1948のなかで
のリストからとったものである。 〔Cf.ibid., p28. 磯部浩一訳「R・A・ダー ル， C
・E・リンドプロム 目的と手段 (1)」「明治学院論叢・経済研究』第71号 (1962年
8月）， 43ペー ジ参照。〕
5) Ibid ., p.28. 邦訳， 43ペー ジ。
6) Ibid., pp. 129~131. 邦訳， 57~59ペー ジ。
7) Cf., ibid., pp. 168, 171~508. 邦訳， 90,94~319ページ参照。
8)アメリカにおいて一般経済政策論を指向する論者のうち，最初に学際的アプローチの
提言をしたものは，筆者の知るかぎりゲルハルト・コルムである。参考までに，コル
ムは「今日の経済学」 (1937)のなかで， 「要するに今日の経済学は政治的， 社会学
的，心理学的諸要素を理論的フレームワークのなかに統合するということで，建設的
であり，したがって現実的，構想的でなければならない。」と論じている。〔Gerhard
Colm, Essays in Public Finance and Fiscal Policy, 1955, p. 343. 木村・大川・
佐藤共訳『財政と最気政策」 (1957)弘文堂， 345ペー ジ。〕
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利用化のためのものは，経済的利用化のための6つの社会的過程であるが，これらは評価
指標としての面が著しく欠落しているといえる。
2 
「民主主義発達のための所得安定化」 (1953) の編者である M•F• ミリカンは， 同書の
冒頭の「序論・問題と論点」のなかで， 「所得安定化」という共通の問題についてさまざ
まな社会科学者にコメントさせている。そしてまたミリカンは， 「その際，経済学者はそ
のプロセスのなかでは同時に社会学者，政治学者，心理学者，等のうちのなにかにならね
ばならない」と指摘し， 学際的アプローチの必要性を示唆している。 ところで所得安定
化というときの所得を， ミリカンは総国民所得として捉える。 したがってミリ．ヵいの場
合，個々の所得の安定化は，それが雇用全般および物価水準にわたる安定化にかかわるか
ぎりにおいてのみ考察されるのである。それからミリカンは，所得安定化の問題を分析しう
る社会的，政治的および経済的理念について，そのフレームワークを確立するためのワン
ステップとして1), 政策問題にかかわる諸価値の類型化を，同書のなかの「民主主義にお
ける経済政策の目標」なる論文で展開している。いまその論文の要旨および問題の所在，
その功罪，等を箇条書きにすれば次のごとくである。
1)政策の基底にある諸価値についての2つの基礎原理として自由な価値選択の原則と
共有される諸価値の原則を挙げ，つづいて個々によって共通して求められる主要な諸価値
の類型化については，ダールとリンドプロムの場合と同様， HaroldD. Lasswell, Power 
a叫 Personality,1948を採り入れながら考察を進めている2)。
2)上述の2つの原則の内容を与えるために，経済政策の6つの目標を経済システムの
機能から導き出している3)。
3)経済政策の 1そろいの目標は，社会の制度的，政治的構造に言及することなしに展
開すれば，一言でいうなら超体制的には以下の共通せるナショナルなレベルでの6つの目
標にとどまる。 (1)最低限の失業， (2)理想的雇用， (3)消費者誘導配分， (4)最適
貯蓄率， (5)最大限の技術効率， (6)最適所得分配。そして上記の目標の多くに，最適
1) M. F. Millikan ed., Income Stabilization for a Develop切gDemocracy, 1953, 
pp. 6, 9~10. 
2) Cf. Millikan ed., op. cit., pp. 15~17, 18~24. 
3) Cf. ibid., pp. 24~27. 
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概念や限界概念の考え方が導入されているむ。しかしこれらの目標も概してフロ一面での
効率の達成ということに限定されている。
4)いま社会の制度的ないし政治的構造に言及すれば，アメリカにおいて概して望まし
いとみなされる制度的条件は， (1)資源の配分や個々の財貨の分配についての諸決定の
大半が市場機構によってなされるべきであるということ， (2)競争の促進， (3)最適水
準の政府支出，である5)。このように，超体制的な目標の指向する目的と，制度的ないし
政治的構造の差異から生ずる結果とは厳密に区分されている。
5)始めて消費者自身の基準から，資源や財貨を配分すべきであるという消費者誘導配
分なる目標が意欲的なかたちで提案されたい。
?
アーサー・スミッシーズは， かれの論文「経済的厚生と政策」 (1954)においての冒頭
の部分で次のような興味ある提案を示している。 1)経済学者たちは政策に関与するかぎ
り価値判断から免れることはできないから，かれらはむしろ社会を診断し，そして処方箋
を書くべき道を採るべきであること。 2)経済学者の仕事を，社会が矛盾せる目的の遂行
によって破掟をまねくことが経済分析を通してあらわにされるときに，これらの目標の変
更を提案するところまで拡大すべきであること1)。そして経済的目標の設定のやり方は，
スミッシーズの場合， 次のごとく、である。「厚生や政策にたいするおのおののアプローチ
は，本質的にはその時代の産物であって，……したがって経済学者は種々の，そして恐ら
くは衝突すであろう経済的諸目標のあいだの 1つの折衷案を定式化するよう試みなければ
ならない。…••• このような見地に立つと， 先進工業経済国（特にアメリカ）の経済政策
は， その国際政策を別にすれば下記の目標間の折衷をなし遂げるべきである。 (1)持続
的経済成長， (2)高水準かつ安定的な雇用， (3)価格水準の適度の安定， (4)所得の
公正な分配と社会保障， (5)市場メカニズムを通しての資源配分， (6)文化的・物質的
4) Cf. ibid., pp. 28~54. 
5) Cf. ibid., pp. 54~68. 
6) 「資源や財貨は，消費者自身の基準によって以前に比べて他のだれかをより悪くさせ
ることなしにだれかをより良くさせるような配分の変化がもはや可能でないように配
分されるべきである。」 (Ibid.,p. 34.) 
1) Arthur Smithies, Economic Welfare and Policy in Economics and Public 
Policy: Brookings Lectures, 1954, 1955, pp. 1 ~5. 
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資源の保存」2)。
スミッシーズの掲げるこれら経済的目標 (economicobjectives)は，現実の政策では
なく提案としての政策であり，厚生基準についての学説的展開をたどっていく過程で設定
されたものである。その意味で， かれの目標は， 価値判断の明示3)を強調するものであ
る。 さらには， これら諸目標間の衝突ないし両立の可能性について分析・展開している
点，また文化的・物質的資源の保存というストック概念の目標を掲げている点，など評価
されるべきであろう4)。
だが，スミッシーズの経済的目標設定のやり方については，次の諸点が問題となろう。
1) 1つの折衷案としての経済的目標の定式化は，整合性に著しく欠けている。 2)第6
の経済的目標である文化的・物質的資源の保存は，本来，公共政策の目標に属するもので
ある。 3)6つの目標のなかで，とりわけ持続的経済成長の動態的プロセスにおける重要
性と他の諸目標にたいする両立性を，スミッシーズの場合，強調しすぎた結果，経済的目
標としては著しくストック概念が欠除したものとなっている。 4)目的一手段の構造には
全くふれていない5)。
?
これまで考察してきた経済学者たちと異なり，ジョージ・・ステイグラーにいたると，新
自由主義の立場を堅持して，諸目標 (goals)の設定を中心とした政策に関するコメント
を「経済政策の諸目標」 (1958)のなかで展開している。まずステイグラーは， 西洋の最
高目標ないしは究極的な倫理的価値 (thesupreme goal or an ultimate ethical value 
of the Western world)として個人の自由の最大限領域やそれに相応せる個人の責任の
2) Smithies, op. cit., pp. 13~14. 
3)ゲルハルト・コルムも価値判断の明示について「目標の設定」 (1954)のなかで次の
ようにふれている。「このような暗黙の政策判断を明示することは， 経済学者の倫理
規程の本質的な項目だといってよい。」〔GerhardColm, Essays in Public F: 切叩ce
and Fiscal Policy, 1955, p. 351. 木村・大川・佐藤共訳「財政と景気政策」 (1957)
弘文堂， 352ペー ジ。〕
4) Cf. Arthur Smithies, Economic Welfare and Policy in Economics and Public 
Policy: Brookings Lectures, 1954, 1955, P. 14. 
5) Cf. Smithies, op. cit., pp. 129~132. 
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領域を含んだ「個々の開発や創造」を掲げるり。そしてステイグラーがみずからの功利主
義的なアプローチを通して産出する「アメリカおよび西洋における支配的な経済政策レベ
ルでの目標 (goals)」は， 次の3つ， (1)最大限の産出， (2)所得の成長， (3)最小
限の不平等，である。このうち第1の目標である最大限の産出は，資源を社会の意のまま
にたえず可動させうるようにできるだけ十分に，かつ効率的に用いること 2), 換言すれば
恒常的効率 (steadyefficiency)であり，また所得の成長と共に倫理的に中立であり，さ
らにその産出水準の選択は個々の消費者たちによって主としてなされる， とステイグラー
は考えるのである3)。 これに対し， 「第3の目標としての最小限の所得不平等の場合，基
礎的諸価値との一致は極めて疑わしい。だがそれでも，それは個人所得税，農業政策，公
共住宅補助金，失業保険および多数の他の諸政策の目標 (thegoal)である」4)と，ステ
イグラーは考えている。
ここで注意すべきは，ステイグラーの場合，所得の分配なる目標が欠落していることで
ある。 この理由は，かれによれば， 「その目標の影響まで計画された諸政策は，個人的自
由の目標 (thegoal)に照らして徹底的な再検討を必要としている」からである。
最後にステイグラーは，目標を，経済政策に対する方向を与える抽象的ないし一般的諸
目標と，特殊的諸目標に分け，後者が通常，実現されねばならないのに対し，前者は，そ
れらが成し遂げられるやガイドとしての価値を失うので， 完全に実現されるべきではな
ぃ，ことを強調している5)。このように，ステイグラーにおいては，それぞれについて恒
久的努力目標を絶えず掲げておくことが，かれの目標 (thegoal)たる所以でもあろう。
?
D・S・ワトソンの基本的目的 (primaryends)は，これまで考察した政策論者たち
のそれに比べて，ボウルディング同様，一般経済政策論の指向・展開にとどまらずアメリ
力において始めて体系化を試み，かつ成功した例である。
先ずワトソンの『経済政策・企業と政府」 (1960)の革新的特徴について， カール・ケ
1) George Stigler, The Goals of Economic Policy in Journal of Business, vol. 
31, no. 3, 1958, p. 172. 
2) Stigler, op, cit., pp. 169~170, 172. 
3) Ibid., pp. 172, 17 4. 
4) Ibid., pp. 170, 174. 
5) Ibid., p. 171. 
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イセンは「包括的視野の広さ」と「より一層，価値評価的であること」の 2点1)を挙げて
いるが， 少なくともアメリカの経済政策論においては， ワトソンほど 1冊の単行本の中
で，その一般化を指向・展開せる他の論者たちの文献をたんねんに紹介・消化しながら，
しかも全編（本文815ページ）を通して経済政策と政策実践とのかかわり合いと両者の統
合を試みた学者はいないようである。
いまワトソンの基本的目的の設定とその設定に関連してのかれ自身のアプローチさらに
は体系化の諸特徴を順を追って示せば次のとおりである。
1)アメリカにおいて始めて「一般経済政策」 ('generaleconomic policy')なる用語
が登場した。だがその定義の意味するところは， 「安定，成長， 社会福祉の諸政策が，ぁ
いまいさを残しながら調整された合成物」にすぎず，また「連邦予算政策の基準」と同義
語的に扱っているなど，内容の点に欠けるところが多い2)。
2)ゲルハルト・コルムのいう「目的の階層性」ないしは「暗黙の政策判断の明示」3)
を，ワンステップとして，そこから目的・手段の構造分析および現代経済哲学の類型化が
試みられている。
3)事後的な「現存の経済政策」と事前的な「提案としての経済政策」が明確に区別さ
れているが，このうち目的の階層性の分析は，相関せる一群の社会的，政治的および経済
的諸目標 (goals) を実現させる企てとしての，前者の「現存の政策」を整理した結果で
ある4)。そして経済政策の構造は，そこでは公共的目的，基本的目的，第2次的目的，第
3次的目的……および用具にいたるまでの相互に補完的ないし相剋的な現実的連関性のあ
る目的・手段の階層構造として捉えられている5)。
4)経済政策の基本的目的は，「(1)経済成長ないし発展， (2)安定， (3)資源の効
率的配分の達成， (4)経済的自由の維持， および (5)所得分配の改善」6)である。そ
してこれを，新自由主義派 (neo-liberal)のステイグラー7)を除くファブリカント，ダー
1) D.S. Watson, Economic Policy-Business and Government, 1960, p. xi. 
2) Watson, op. cit., pp. 774~775. 
3) Gerhard Colm, Essays in Public Finance and Fiscal Policy, 1955, pp. 347, 351. 
木村・大川・佐藤共訳 『財政と景気政策」 (1957)弘文堂， 348,352ページc
4) D.S. Watson. Economic Policy-Business and Government, 1960, p. 87. 
5) Watson, op. cit., pp. 106~107. 
6) Ibid., pp. 94~95. 
7)ステイグラーの場合，所得の分配なる目標 (goal)が欠除しているが，これは，価値
基準としての経済哲学上の差異つまり他の論者たちが概して改革的自由主義派 (re-
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ルとリンドブロム， ミリカンおよびスミッシーズの，それぞれの基本的目標と対照させた
とき，実質上の一致がみうけられる8)。このことは，基本的目的ないし目標についての政
策論者たちの価値の類型化が，改革的自由主義派 (reformliberal)に限っては， 1960年
まではともかく可能であったことを意味するものである。さらに重要なことには，ワトソ
ンの基本的目的のうち， (1),(2), (5)の3つの目的は量化可能なものとして展開され
ており，また (1), (3), (5)の目的については，厚生指標ないし厚生概念が導入され
ている。これは，基本的目的を， 目的・手段の構造のなかに整合的な方向で位置づけるだ
けにとどまらず，さらにこの基本的目的に，意味内容と尺度の最適なバランス化という，
いま 1つの整合化の役割をも含ましめようとする，いわゆる基本的目的についての実践性
と客槻性の最適整合化を指向する 2元的アプローチの試みである。これに関連して，基本
的目的について，それぞれいくつかの定義や統計的測定の方法があること，および基本的
目的のそれぞれの意味や重要性の程度は時間の経過につれ変化することが強調されてい
る9)。このことは，基本的目的についての意味内容と尺度が時間の経過ないしどの時点，
どの時間巾をとるかによって質的に変りうる可能性と，それに対処するための価値の多元
化ないし再組織化の必要性を示唆するものである。特に経済成長については， 1950年代に
なると「消費水準の上昇」の維持から，「技術的進んだ資本設備についての国のストック」
の増大へと強調が推移したという，非常に興味深いコメントがなされている10)。
5)いろいろなレベルでの経済政策ないし目的を評価する背後に， 「分析ないし記述を
越えて広がるある種の諸判断」があるが， ワトソンの場合， 「これらの判断を方向づけ色
づけする諸観念の複合体」として経済哲学が定義されている11)。そして現代経済哲学が，
そこでは現実の基盤から経験的に把握され，社会学的ないし社会心理学的傾向のものが導
入されている。この意味でグンナー・ミュルダールの態度分析に近接せるものと推察され
form liberal)に属するのに対し，かれのみが堅固な新自由主義派 (neo-liberal)で
あることによるものである。
8) Cf. ibid., pp. 98~99. 
9) 「1920年代では，安定は，価格の安定を意味し， 1940年代になると，それは完全雇用
を意味した。ところが1950年代にいたると，安定は，恐らくは，完全雇用を助長させ
るような安定価格を意味しているといえる。」 (Ibid.,p. 806.) 
10) Cf. ib絋， pp.468, 742, 805~806. 
11) Ibid., p. 25. 
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る12),13)。
6)整合的な経済政策となりうる可能性は，調整者としての予算配分と，経済的福祉概
念の 2つに求められるが，前者は個々の経済政策の重要性にはほとんど相関性をもってい
ない。後者の福祉概念は，理論的な経済的厚生，国家理念としての経済成長および倫理的
•制度的な経済的福祉からなる経済的福祉と，社会的サービス福祉に分たれ，それぞれに
ついての福祉指標および政策基調ないし基本的目的との対応関係が次のように示されてい
る14.)。
福祉概念 福祉指標 政策基調ないし基本的目的
経済的福祉
理論的な経済的厚生 主観的満足の量ないし水準 資源配分の改善
経済成長 GNPデー タ 成長の促進
倫理的・制度的な 経済哲学に依拠せる 各期間の諸問題と共に
経済的福祉 いくつかの混合 変化する
社会的サービス福祉 適当な社会的サービス 所得の再分配
しかしながら， 「厚生経済学の範囲は経済政策の主要な諸問題の合理的解決の指針とし
て役立つに、まあまりに狭すぎ， 「さらに厚生経済学は経済政策の基本的目的間の必要な妥
協に関する大論争にはなにも貢献していない， 「とりわけ理論的な厚生経済学は，それが
最適産出高の概念を展開し，その概念が経済政策の基準をもたらしたとはいえ，具体的な
政策にたいしてはほとんど貢献していない」15) このことが，厚生経済学の章が，第1部
「経済政策原理」から，第7部「一般的論点」に移されていることの理由でもある16)。
7)一対の目標間の相剋と，基本的諸目的の意味および重要度の絶えざる変化のなかに
おいて，狭い， 問題解決志向性の乏しい厚生経済学的視点を超克する方向で， 「高度の，
かつ整合的な標準」が模索されている。その場合の標準は，政策目的の重要性や手段の使
12)赤沢昭三「ワトソン経済政策の一考察 (1)」, 『東北学院大学論集（経済学）」第39号
(1961) 57ペー ジ参照。
13) Gunnar Myrdal, Das politische Element in der nationalokonomischen Doktrin-
hi/dung, Berlin, 1932, pp. 300, 302. 山田雄三訳「経済学説と政治的要素」日本評
論社 (1942).402, 404ペー ジ。
14) D.S. Watson, Economic Policy-Business and Government, 1960, pp. 733~734, 
742, 775. 
15) Watson, op. cit., pp. xiv, 21. 752. 
16) Ibid., p. xiv. 
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用に関する実行可能な一致と，経済的利益団体を経済成果の基準に照らして訓育する整合
的パターンに主要な経済政策をまとめあげ，さらに経済哲学のそれぞれ支持者たちによっ
て受け入れられている一そろいの諸原則を意味している17)。
8) 「消費からの満足」なる視点から，経済的福祉が第3の，資源の効率的配分の達成
以外の4つの基本的目的に導入・展開されている。このことは，消費者の欲求や期待の視
点から，基本的目的ないし目標を捉えることも可能であることを示すものである18)。
9)経済政策の目的の決定要素は，経済哲学，等からなる観念， 緊急事態の発生およ
び組織化された利益団体の活動， というように理論面と実践面の両方から形成されてい
る19)。
10) 「部分最適は，恐らくは，最適でないことよりはましである」 20) ことが指摘され
ているが，この考え方は，グローバルな視点からの生態学的なアプローチを欠いたものと
いえる。
6 
T・C・クープマンスと J・M・モンティアスの共同執筆よりなる論文「経済体制の記
述と比較」 (1971)では，経済体制の記述・比較に不可欠な概念的フレームワークとして，
「環境，（経済）システム，行動，成果およびこの成果が評価されシステムが比較されるさ． 
いの規準」を挙げている。このうち，「経済の環境には，資源．最初の技術，外的要因（外
の経済から利用可能な技術を含む），これらの各々の無作為の出来事の衡撃，最初の選好お.. 
よび不完全な相互作用などが含まれる。「またトータル・システムは， すべての政治的，
社会的，経済的制度，組織的構造，法と規則およびすべての伝統，宗教的，世俗的信仰，
態度，価値，タプー，その結果としての体系的ないし推測的行動のパターンなどから構成
されており，……したがって経済システムはトークル・システムの一部にすぎない。「合
動は，活動と異なり，特定時点の，特定の当事者によってとられるものとして考えられ，
一般には経済の環境ないしは当事者ないしはその双方を程度の差ばあっても変えてしま
う。「成巣は， システムおよびすべての当事者の政策， 決定ないし行動のあらゆる状勢な
いし結果であり， プラス・マイナスの価値判定が規準にしたがって下される。「最後に，
17) Ibid., pp. 808~810. 
18) Ibid., pp. 749~750. 
19) Ibid., pp. 113, 143. 
20) Ibid., p. 742. 
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ここでいう規準は，明示的規準であり，形式上は比較に適切な個々の，ないしグループの
選好を示すすべての成果の評価関数（効用関係， 目標達成関数） として規定される。「い
ま， eを環境， Sをシステム， Psをシステム Sのもとでの当事者により追求された政策，
そして0を成果とすれば， O=f(e, s, P.)の関数関係が成立する」1)。
以上，クープマンスとモンティアスの概念的フレームワークの類型とその相関関係を紹
介したわけであるが， その特徴は， 1つには， システム概念の導入であり， 他は， 成果
を，環境，システムおよび当事者の政策行動の関数として捉えていることである。
ところでその成果基準として，両教授は次の11項目すなわち (1)消費者によって，な
いしは消費者のため欲求される財やサービスの 1人当たり消費水準の高さ， (2)技術的
進歩や物的， 人的資本の蓄積を通しての財やサービスの 1人当たり消費の増大， (3)同
時代の人のあいだの生活条件ないし少なくともこれに関しての機会の分配の公正， (4)
社会的サービスと公共財の充分， (5)雇用と所得の安定， (6)国家的存在や国家的ない
しイデオロギー的自立の持続を保証するに足る国力， (7)その本質的持続性を危うくす
ることなしに，環境を変化させる調整はこれを認めるに足るだけの，システム内での秩序
ある変化に対する備え， (8)相続財産， 個人企業ないし法人企業およぴ法人の有限責任
を認める一方，契約を履行させる法律上のフレームワークを通しての経済諸決定の拡散，
(9)コマーシャリズムー一有益とはいえない広告競争， 販売圧力および企業利害による
本質的に教育的， 文化的活動への影響に対する寛容な姿勢， (10)産出高と消費の構成に
対する中央の決定とコントロール， (11)同じ， ないし違った体制の国々のあいだの軍備
競争を制御するための均衡コストと， その蓋然性ないし破壊性， の双方を減少させるこ
と，を提案している2)。
ここで注意すべきは，両教授の場合，上記の11項目を， 「現代世界における大低の体制
に支配的な規準になっていると確信される，ある共通の切望 (Commondesiderata)」8)
から導き出していることである。この意味では，クープマンスとモンティアスの列挙した
11項目は，体制に共通の切望からみた超体制的な関数としての基本的目標ということがい
えよう。もとより，これらの緊急度，重要度，相対的ウェイト，等は体制によって異なる
1) T. C. Koopmans & J. M. Montias, On the Discription and Comparison of 
Economic Systems in Comparison of Economic Systems ed. by Alexander 
Eckstein, 1971, pp. 29, 31~35. 
2) Koopmans & Montias, op. cit., pp. 42~48. 
3) Ibid., p. 42. 
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ことはいうまでもない4)。
両教授の，成果基準のいま 1つの特徴は， 「消費者によって， ないしは消費者のために
欲求される財やサービスの1人当たり消費水準の高さ」を，そのトップに，そして「1人
当たり消費の増大」を第2位に掲げていることである。しかし，こうしたフロー概念とし
ての消費中心の基本的目標の位置づけは，一面において，福祉を基本的に方向づけするス
トック概念の軽視につながるものである。したがってフロー，ストック両面にわたる消費
者ないし生活者の側からの多元的な＜消費最適率＞の検出が要請されてくるのである。
?
ここでボウルディングの，いわゆる 4つの基本的目標すなわち経済的進歩，経済的安定
および経済的自由と，上記の，他の政策論者たちの基本的目標ないし目的との諸比較に，
筆を進めるべきであるが，その前にボウルディングの基本的目標の特徴およびその設定の
ための理論的潮流ないしアプローチが，かれの場合，『経済政策原理」 (1958)〔以下，『原
理」と称することにする〕を中にはさんで，それ以前と以後の3段階にわたって大きく変
容しているので，これについて簡潔にふれておきたい1)。
先ず「原理』以前においては，基本的目標が未だ定型化にいたらず試行錯誤的なかたち
をとってはいるものの，その意味内容と尺度の最適なバランスを指向する方向で模索され
ており，その際，経済的進歩中心型思考に基づく GNP,所得，等で代表されるフロー概
念と，最適率思考に基づく経済的進歩，人口，等についてのストック概念とが混在してい
る。そしてアプローチの多元化と，政策論の一般化への指向を芽生えさせた理論的潮流
は， (1)人間福祉の真の尺度を資本ストックの享受とする捉え方， (2)統合への，さら
には学際的なかたちでの実践的一般理論構築の試み， (3)ケインズ理論， 等に対する不
4)野間俊威「経済的福祉の極大と体制比較」気賀健三編「比較経済体制論講義」 (1972)
青林書院新社， 135ペー ジ参照。
1)これらの詳細な展開については， 『原理」以前に関しては， 拙稿「ボウルディングの
基本的目標についての再考察 (1)」『関西大学経済論集」第21巻第4号 (1971,12) 
を，『原理」に関しては， 拙稿「ボウルディング『経済政策原理」の体系と基本的目
標の位置づけ」『関西大学経済論集」第23巻第4.5合併号を，そして主として「原理J
以降および全般にわたっては拙稿（英文） On Prof. Boulding's Primary Objectives 
of Economic Policy -Development and it's Meanings in Kansai University 
Review of Economics and Business, vol. 2, no. 1, Dec. 1973を参照。
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満と新制度派的アプローチ， (4)生態系の倫理という視点もふまえての， パレート最適
と一般厚生関数の統合への模索，等，多岐にわたっている。
次いで『原理」 (1958)になると， いわゆる 4つの基本的目標に整理され， これらを通
しての政策論の一般化がもっとも体系的に試みられており，そのかぎりでは正しい展開を
遂げているが，その中味をみると，政策一般の最適化をパレート最適からだけ捉え，また
基本的目標の展開については，これをマクロ的なフロー中心の，ケインズ的アプローチか
ら捉えており， 『原理」以前での， ストック概念を重視する最適率思考の側面が消去され
ている。その結果，基本的目標に関していえば，そのカテゴリーより評価指標の方にウェ
イトがおかれすぎ，そのため4つの基本的目標が実質的には経済的進歩優先の＜絶えざる
極大所得成長＞に還元されている。
しかし「原理』以降とりわけ1970年代にいたると，ボウルディングの中で宇宙船地球号
的アプローチないし循環的生態系としての捉え方を基点とする一般システム論的視点が拾
頭し， これがボウルディングをして『原理」以前の， 最適率思考の側面を強力に復活さ
せ，ストック中心の政策の体系化構策を試みさせている。したがってそこでは，パレート
最適およびGNP優先， 等のフロー型思考が逆に拒絶されているのである。その結果，
『原理」以降の基本的目標は，最適率思考， システム思考， 累積的な社会的学習思考をも
中に織りまぜながらストック支配のアプローチで一貫させるべく，経済的安定を除いて，
その再構築が断片的ではあるが試みられている。 そのうえ， 『原理」以降において画期的
なことは，ボウルディングが「21世紀の政治」 (1972)のなかで， 社会，経済， 政治機構
制度の最終目標 (the"goal")としてく高い資質の人間の育成＞という人的ストックない
し精神的資本の充実を掲げたことである。これは， これまでの基本的目標を，その意味内
容と尺度の最適なバランスという整合化だけにとどまらず，ワトソンとは逆な手法で遅れ
ばせながら目的・手段の構造のなかに整合的な方向で組み入れようとするものである。
さて， このようなボウルディングの， 『原理」以前，『原理』 (1958), 『原理」以降に及
ぶ基本的目標およびその設定のための理論的潮流ないしアプローチの変遷を，上記の，ァ
メリカにおける他の政策論者たちの基本的目標ないし目的と比較してみた場合の共通点は
次のようになるであろう。
1)考察態度としては，政策問題に関与するかぎり価値判断ないし価値基準の明示を強
調する一方，考察領域は．経済分析の枠内にとどまらず他の諸領域の導入，統合といった
学際的な広がりをもっている。
2)究極的目的の設定は意識的に避け，実践性と客観性の最適な組み合わせを指向す
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る，公共政策さらには倫理的なものを含む基本的目標ないし目的の設定，展開に努め，こ
れを軸として経済政策論の一般化を図ろうとする立場に立っている。
3)基本的目標ないし目的のうち所得， 資産， 等の平等に対しては全くふれていない
か，たとえばステイグラーのように個人的自由の厳しい基準に照らしての，最小限の不平
等ないし最適の不平等という極めて消極的もしくは否定的なかたちでしかふれていない。
これに比べれば，機会の分配の公正は，クープマンスとモンティアスが成果基準としての
目標の第3に掲げているし，またボウルディングも貧困の除去という提案で， この目標を
暗に補完的に支持している。
次に，両者の相異点については，次のようなものが指摘される。
1)ボウルディングの基本的目標が，総利益ないし経済的厚生なるものからグローバル
な福祉へ，さらに超体制的なものへ移行しているのに対し，他の政策論者たちの基本的目
標ないし目的は， たとえばコアプリカントの「秩序の維持」， ダールとリンドブロムの合
理主義」や「民主主義」というように，民主主義さらにはナショナルなレベルでの国家目
標という色彩が強く， またミリカンのごとく政策目標を超体制的なものと， 社会の制度
的，政治的構造に言及した場合とに分けて設定している。
ボウルディングの場合， これに代わるものとして，経済社会を正しい方向へ移動させる
ための基本的目標の達成というように考えている。その場合，ボウルディングのいう，正
しい経済社会像が，『原理」以前および「原理」 (1958)の段階では，「国家がシステムの支
配者としての資格において広汎な経済機能を活用し，市場を組織手段として用いながら，
他面，自由な組織と自由な個々人からなる発展的中道を指向する＜複体的管理経済＞」2)
であったのが，『原理」以降になると，「よりグローバルな忠誠という視点から，社会的価
値に重きをおき，交流や説得による運命共同体的な生態学的社会と，個人の独創性，創造
力を生かす多様性や個人のプライバシーさらにはアイデンテイティの選択を許す，革命型
でなく＜加速型3)>の寛容な社会の同時形成」4) というように， これまでの，資本主義か
2) Cf. K. E. Boulding, Economic Analysis, 2nd ed., 1948, p. 666. Cf. K. E. Bould-
ing, Economic Analysis, 3rd ed., 1955, p. 728. 大石・宇野監訳「近代経済学下」
第3版 (1964)丸善， 756ペー ジ参照。
K・E・ボウルディング「『経済政策原理」日本語版への序文」内田忠夫監修， 海老
原武邦他訳『経済政策の原理JI(1960)東洋経済新報社， viiペー ジ参照。
3) K.E. Boulding, A Primer on Social Dynamics, 1970. p. 105. 
横田洋三訳「社会動学入門」 (1971)竹内書店， 181ペー ジ。
4) K・E・ボウルディング『変革をどううけとめるか」 (1972)日本放送出版協会， 117
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社会主義か，の絶対選択をせまるイデオロギーによる実り少ない論厳と異なって，コスト
のより小さくすむ最適社会という方向づけで模索されている。
2) ミリカンの， 消費者自身の基準から資源や財貨を配分すべきという， 「消費者誘導
配分」や「最適貯蓄率」，ワトソンにみられる経済成長の中味についての，その基調を1950
年代の「技術的に進んだ資本設備についてのその国のストックの増大」， それ以前までの
「消費水準の上昇」というように，フローとストックの 2面性を同時に内蔵した広義の捉
え方，さらに消費者の欲求や期待の視点から基本的目標ないし目的を捉えうる可能性の指
摘およびクープマンスとモンティアスのフロー概念としての，消費中心の基本的目標の位
置づけ，等は，ボウルデイングの基本的目標のなかには見受けられないものである。ここ
で注意すべきは，ボウルディングの場合，その基本的目標の特徴，その設定のための思想
的潮流ないしアプローチさらには望ましき経済社会像の変遷にもかかわらず， 全体とし
て，ほぼ一貫して誤まれるものは，フロー概念のなかで消費を悪とみる姿剪である。この
ことこそ，ボウルディングをして，『原理」での，フロー絶対思考から，『原理j以降では
ストック絶対思考へ急転換させる有力な要因の 1つであり，換言すれば「フローがストッ
クか」という絶対選択から抜け出させない理由でもある。
だが人間福祉の真の尺度は，「フローかストックか」ではなく，「フローもストックも」
なのである。したがって消費についても，たとえばA・H・マズローの主唱する欲求の階
層化5)とその現実的可逆性にも迅速に適応しうる消費者（生活者）の側からの一種の柔構
造システムとして弾力的かつ広義に捉えるべきであろう。この意味でミリカンやワトソン
の上述の消費に関する基本的目標ないし目的の設定は，的を得ているし，さらには最適消
費のカテゴリーを模索しているといえる。このようなマズロー的アプローチからすれば，
1人当たりの善き安全な消費を志向し，所得介入現象を排除し，公正な競争を持続し，経
ペー ジ。
5) アプラハム ·H ・マズローは， 1960年代に，生理的欲求，安全• 安定の欲求，愛・集
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団所／属の欲求， 自淳心と他者からの承認の欲求という 4つの段階にわたる階層的な基．．．．．．．．．．． 
本的欲求ないし欠乏欲求と，それらの低次の欲求が充たされたうえではじめて可能と
なる自己実現の欲求としての，すべて同等の重要さをもつ真，善，美，躍動，個性，
完全，必然，完成，正義，秩序，単純，豊富，楽しみ，無凝， 自己充実，意味，等か．．．． 
らなる最後の第5段階である高次の成長欲求から構築される欲求の階層説を展開して
いる。〔Cf.F.G. Goble, The Third For0e: The Psychology of Abraham Maslow, 
1970, Chap. 4. 小口忠彦監訳「マズローの心理学』 (1972)産業能率短期大学出版
部，第4章参照。J
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済的厚生とGNPの格差を絶えず小さくさせるような消費の効率およびその質的・構造的
改善を含む消費者（生活者）の側からの＜消費最適率＞の検出，そしてそれを維持しうる
成長最適率さらにはこれを可能にする最適産業構造・組織・立地のそれぞれの検出が急務
となってくるであろう。
このような方向で基本的目標を，一般システム論的に，さらにはクープマンスやモンテ
ィアスに倣って多層的・相関的生活圏システム6)およびボリシー・メーカーの政策行動の
関数として再編成ないし再構築することこそ，ボウルデイグはもとよりアメリカ経済政策
論全般における基本的目標のあるべき方向性なのである。
最後に，ボウルディングのアメリカ経済政策論に占める位置づけもしくは意義について
箇条書きに要約し稿を閉じることにしたい。
1)基本的目標の設定ないしこれを通しての一般経済政策論の展開の過程で，フロー概
念とストック概念の双方に真正面から取りくんでいる。それが他の政策論者にみられる基
本的目標ないし目的の場合と異なり，理由もなしにフロー概念とストック概念の混在を許
さない態度となって表われている。
2)宇宙船地球号的ないし生態学的アプローチと一般システム理論の導入を有力な分析
用具として，イデオロギーを超克した望ましき経済社会ないし生活圏を模索することで，
改革的自由主義経済哲学でも新自由主義経済哲学でもない， これらの統合としての第3
の，グローバルなトータルシステムを検出しようとしている。その際，交換経済を補強す
るものとして贈与経済および報奨制度の採用を提案している。
3)経済政策論の一般化指向のなかで，これまでの生産者の側からの剛構造システムを
軸として展開されてきたGNP極大思考に歯止めをかけ，最適率思考の立場に立って基本
的目標の尺度を，これまでの経済指標から，福祉指標さらには社会指標7)へと，インプッ
6)ここでいう多層的・相関的生活園システムとは，ストック・マクロモデル概念偏重に
ならないように，たとえば人口，資源，環境，資本，文化価値，技術，知識， 1人当
たり消費，経済成長および産業の浴槽間のフローー一→ストックで連結され，マクロ・・
ミクロ両面にわたりインプット，アウトプット分析も加味された循環的連関モデルの
システムである。 (Cf.Motoaki Mariya, On Prof. Boulding's Primary Objectives 
of Economic Policy—-Development and it's Meanings, in Kansai University 
Review of Economics and _Business, vol. 2, no. 1, Dec. 1973, pp. 34~35. 
7)なお社会指標について，補足的ではあるが， B・M・グロッスの新著『国民の状態」
(1966)のなかでは，富裕等の「壮大な抽象化」と， 富ー 産出， 産出高の分配，政府
支出金（徴収），等からなる「中間的抽象化」， さらにこの中間的抽象化を支え有意味
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ト・アウトフ゜ットの関係をふまえながら質的に転換していく必要性を明示し，それに不可
避的に伴うかれの基本的目標論さらには政策体系そのものの混乱と変容を，かれ自身，そ
の代償として， これらの再構築およぴ再編成に，ユニークな発想で，かつ終生，異端の徒
として敢えて着手しようとしているのである。
なお， この研究ノートをもってK・E・ボウルディングの基本的目標およびアメリカに
おける他の政策論者のそれについての考察を軸としたアメリカ一般経済政策論の，原理論
の面に関する筆者の展開も，一応の終幕を迎えるわけであるが， ここに到るまでに恩師，
松原藤由博士から実に多大な御指導と御教示を賜わったことを， この機会に深く謝意を表
する次第である。 (1974.4.8.) 
なものとなしうる産出のタイプ（たとえば用役， 財貨の別）， 産出の性質（たとえば
最終財，中間財の別），産出の数盤（たとえば総，純の別），等からなる「数蓋的指標
概念」の 3者で構成される，ストックとフローの統合化の大変ユニークな試みとして
の，いわゆる社会システム会計 (socialsystems accounting)の視点からの抽象化
ー特定性ヒ°ラミッドが，システム論的に図示されていることを付記しておく。〔Cf.
B.M. Gross, The State of the Nation, 1966, Chap. 4. 酒井正三郎訳『社会シス
テム論」 (1969)同文館，第4章参照。〕
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